
事　業　評　価　シ　ー　ト コミュニティバス運行事業315201

315201 コミュニティバス運行事業

暮らし快適　魅力あるまち

公共交通

総合交通体系の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

全市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

　役所を中心とした公共交通確保の観点から、市役所までのアクセス不便地域の解消のため、コミュニティバスを平成１６
年１１月より試行運行を開始した。市民からの意見要望やこれまでの利用実績を踏まえ、平成２４年３月より本格運行に移行
し、現在は５コースで運行中。
　さらに、市民の日常生活の移動手段の確保という観点から平成２６年、２７年度において再度運行見直しをはかり、平成
２８年度から実施していく予定である。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

市内コミバス路線開設数（累積） 6 路線

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

市内コミバス路線開設数（累
積）

5 - -25 (決算) 5 - -83.30 - -

5 - -26 (予算) - - -83.30 - -

5 - -27 (計画) - - -83.30 - -

6 - -28 (計画) - - -100.00 - -

6 - -29 (計画) - - -100.00 - -

6 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト コミュニティバス運行事業315201

0
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A B C コスト度合

成果度合

 

　市役所を中心とした公共施設、市内商業施設、鉄道駅へのアクセスを確保することにより、市民の日常生活の移動手段
の確保を図り、市民の社会生活を活発にし、質の向上を目指す。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　コースによる乗りこぼし問題、低利用率問題、交通手段空白地問題、費用対効果をどのラインに設定するか等の課題が
多々ある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

コミバス利用者数成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 200000

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
コースの再見直し、安全性、利便性、採算性等について検
討する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

9000025 (決算) 6420045.00

10000026 (予算) -50.00

11000027 (計画) -55.00

16000028 (計画) -80.00

17000029 (計画) -85.00

19000030 (計画) -95.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

57,904 6425 (決算) 139 58,043

67,023 54426 (予算) 1,217 68,240

67,780 54427 (計画) 1,215 68,995

90,510 54428 (計画) 1,211 91,721

86,310 6429 (計画) 142 86,452

87,310 6430 (計画) 142 87,452
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事　業　評　価　シ　ー　ト コミュニティバス運行事業315201

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト コミュニティバス運行事業315201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

　市役所を中心とした公共交通網の補完的役割を果たし、高齢者
や障がい者等、移動に制約がある人の交通手段の充実を図るため
にも必要である。さらに、今後は、コミュニティバスの目的、在り方等
を再検討し市民のニーズに対応した運行を行っていく。

9
9
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
5
8

　今後は、コースの見直しや運行本数の増便等により効率性の向
上を図ったが、引き続き利用者数の増加を図るなど効率性を高め
ていく。

8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

引き続き利用者数の増加、より市民ニーズに対応した運行方法の
検討を図るなどの成果の向上に努める。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

運行コースや利用者負担の考え方について、利用状況等を踏ま
え、引き続き分析・検討を行なう。 8

8

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

市役所等公共施設への交通手段として、また移動制約者の交通手
段確保のため、優先的に実施すべき事業である。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

B ・

A ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

公共交通網の補完的役割があり、移動に制約がある人の交通手段を確保するため、今後も効果的な運
行について検討していく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 都市計画基礎調査・解析事
業

325101

325101 都市計画基礎調査・解析事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

土地利用の規制・誘導

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

都市計画基本図

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

都市計画基礎調査の実施、調査解析、解析データの管理を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

成果品活用数 100 ％

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

都市計画法第６条

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

法定受託事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

成果品活用数

100 - -25 (決算) 100 - -100.00 - -

100 - -26 (予算) - - -100.00 - -

100 - -27 (計画) - - -100.00 - -

100 - -28 (計画) - - -100.00 - -

100 - -29 (計画) - - -100.00 - -

100 - -30 (計画) - - -100.00 - -

都市計画基礎調査・解析事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 都市計画基礎調査・解析事
業

325101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

都市計画基礎調査のデータを基に、計画的なまちづくりを図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

都市計画の策定以外にも活用できるものにする。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果品の作成成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 1

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
的確な委託項目の設定

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市計画法第６条

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

126 (予算) -100.00

027 (計画) -0.00

128 (計画) -100.00

029 (計画) -0.00

030 (計画) -0.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,669 5625 (決算) 122 3,791

9,576 5626 (予算) 125 9,701

110 827 (計画) 18 128

8,005 4828 (計画) 107 8,112

110 829 (計画) 18 128

3,677 5630 (計画) 124 3,801

都市計画基礎調査・解析事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 都市計画基礎調査・解析事
業

325101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

都市計画基礎調査・解析事
業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 都市計画基礎調査・解析事
業

325101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
10

都市計画法第６条に定められており、おおむね５年毎に調査するこ
とで、今後の都市の方針を策定するために必要である。 7

7
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
6
6

土地利用等地区特性の把握、現状を調査解析することで、将来の
都市の課題と方向性を示す資料となる。 7

6
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

土地利用、建物調査、都市施設、市街地整備の状況を把握し、将
来見通しを予測すると共に、都市計画決定及び見直しにあたり必要
な調査となる。今後は、さらに、他分野の計画調査の基礎資料とし
て活用できるよう事業内容の周知を図る。

8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

均衡の取れた都市をつくり、一体の都市として整備、開発及び保全
する必要のある区域を都市計画区域として設定する必要である。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

都市計画法第６条により、県下一斉で調査する必要がある。
10
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
A ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 9A ・8

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

都市計画決定及び見直しにあたり必要な調査となるため、調査データの十分な解析が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

都市計画基礎調査・解析事
業

325101724/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 地区まちづくり推進事業325110

325110 地区まちづくり推進事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

土地利用の規制・誘導

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

全市民

対象地区の地権者等

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

　住民事業者とともに、地区計画、土地利用調整条例等のまちづくり手法を検討し、時代の変化に対応した、また、地域に
ふさわしい秩序あるまちづくりを推進していく。
　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

市民、関係団体協議（年間） 10 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

都市計画法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

市民、関係団体協議（年間）

10 - -25 (決算) 3 - -100.00 - -

10 - -26 (予算) - - -100.00 - -

10 - -27 (計画) - - -100.00 - -

10 - -28 (計画) - - -100.00 - -

10 - -29 (計画) - - -100.00 - -

10 - -30 (計画) - - -100.00 - -

地区まちづくり推進事業325110725/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 地区まちづくり推進事業325110

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

　課題のある地域、地区において、住民と行政がともにまちづくりを考え、それを実践につなげていくという住民と行政の協
働のまちづくりを進める。これにより、地域にふさわしい秩序あるまちづくりを推進していく。　

・意図（どういう状態にしたいのか）

　地権者等の意向が都市計画法に合致するか、一団の土地について地権者の合意が得られるか、基盤整備の手法等に
ついて検討課題になる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

まちづくりルール策定数成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
まちづくりルール策定数

目標値 14

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
地区計画等の手法を用いながら、課題のある地区につい
て、新たな土地利用の整備、保全を検討、実施していく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市計画法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

1125 (決算) 1278.60

1226 (予算) -85.70

1227 (計画) -85.70

1328 (計画) -92.90

1329 (計画) -92.90

1430 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,429 19825 (決算) 430 3,859

5,947 19826 (予算) 443 6,390

5,000 14227 (計画) 317 5,317

5,000 14228 (計画) 316 5,316

5,000 14229 (計画) 316 5,316

5,000 14230 (計画) 316 5,316

地区まちづくり推進事業325110726/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 地区まちづくり推進事業325110

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 地区まちづくり推進事業325110

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
9
7

地域にふさわしいまちづくりを進めるために、住民等と行政がともに
まちづくりを考え推進していくことが必要である。 7

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

総合計画、都市マスタープランに基づき、地域にふさわしい秩序あ
る土地利用を図るためのルールづくりの基盤となるものである。 7

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

土地利用の方針を定めることにより、良好な環境と有効な土地利用
が図られることになる。 6

4

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

地域が限定された事業であるが、各地域住民の提案等にも対応し
た制度がある事業である。 6

6

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

良好な環境が形成されている地域や、新たな土地利用の展開を図
る地域などを優先に推進すべきである。 6

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
Ｄ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 5Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 B ・ 6Ｃ ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 6C 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

総合計画、都市マスタープランに基づき、地域にふさわしいまちづくりを進めるために、住民、企業と行政
が協働で、まちづくりを実践するためには有効な手段である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 住居表示整備事業325201

325201 住居表示整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

住居表示の推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

区域内建築物

区域内の全住民、企業、法人

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

街区符号及び住居番号を建物に順序よく付けて、住所として表示する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

住居表示実施面積 75 ha

地元説明会等回数（年間） 3 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

住居表示に関する法律

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～企画段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

住居表示実施面積 地元説明会等回数（年間）

75 3 -25 (決算) 75 2 -100.00 100.00 -

0 3 -26 (予算) - - -0.00 100.00 -

5.6 3 -27 (計画) - - -7.50 100.00 -

0 3 -28 (計画) - - -0.00 100.00 -

0 3 -29 (計画) - - -0.00 100.00 -

0 3 -30 (計画) - - -0.00 100.00 -

住居表示整備事業325201729/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 住居表示整備事業325201

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

住所の表示方法を、土地の地番号による複雑な形態から合理的で、分かり易い方法に改め、市民生活の利便性を向上さ
せる。

・意図（どういう状態にしたいのか）

過去に町名変更を行い定着しているため、町の区画割り名称変更等には相当に厳しい面がある、従って、地域住民には
受益者としての主体として、市民参加型の意見を十分に反映した形での整備が望ましい。

・事業実施上の検討課題

成果指標

住居表示実施率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
実施済面積÷整備目標面積×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
未実施地区において、地元の意見を集約し、実施に向け
ての調整を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

住居表示に関する法律

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

6925 (決算) 6969.00

6926 (予算) -69.00

7027 (計画) -70.00

7028 (計画) -70.00

7029 (計画) -70.00

7030 (計画) -70.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

21,337 270025 (決算) 5,867 98,00027,204 278

1,520 90026 (予算) 2,014 98,0003,534 36

8,680 180027 (計画) 4,019 98,00012,699 130

1,740 90028 (計画) 2,004 98,0003,744 38

1,370 90029 (計画) 2,000 98,0003,370 34

28,300 180030 (計画) 4,000 116,00032,300 278
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事　業　評　価　シ　ー　ト 住居表示整備事業325201

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 住居表示整備事業325201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
10

分かりやすく合理的な住居の表示をすることが必要である。
8
7
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
7
8

他課との連携及び作業内容の精査などを行い、効率的な事務処理
をしている。 8

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
5

実施区域においては分かりやすさや合理性の面で効果が高い。
7
5

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
7

未実施区域の早期整備を図るべきであり、平成２５年に相武台地区
を完了し、他の地区についても検討していく必要がある。 10

7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
5

都市化の進展に伴い、住所に土地の地番を使用している地域にお
いて、分かり易く合理的な住居表示への早急な整備が望まれてい
る。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

分かりやすく合理的な住居表示の整備は市民の利便性の向上につながるが、限られた財源の有効配分
の観点から未実施区域については、計画的に実施する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業

325307

325307 鈴鹿長宿地区街なみ環境整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

地域のまちづくりの推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

地区内住民

地区内住民　協定者数　１８２×　２．５５（平均世帯数）＝
４６０人　

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

地区の特性を活かし地区景観に配慮した水路・通路・小公園等地区施設の整備、街づくり協定運営委員会の運営に対し
ての助成、景観に配慮した生け垣等を設置する街づくり協定者に対する助成を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

鈴長要修繕改修箇所整備数（累積） 29 箇所

鈴長まちづくりへの関与人数 287 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

街並み環境整備事業要綱   街づくり協定区域　　特定景観計画地区

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 入谷・立野台地域区分

事業開始 昭和６３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

鈴長要修繕改修箇所整備数
（累積）

鈴長まちづくりへの関与人数

25 287 -25 (決算) 22 351 -86.20 100.00 -

23 287 -26 (予算) - - -79.30 100.00 -

24 287 -27 (計画) - - -82.80 100.00 -

25 287 -28 (計画) - - -86.20 100.00 -

26 287 -29 (計画) - - -89.70 100.00 -

27 287 -30 (計画) - - -93.10 100.00 -

鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業

325307

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

「湧水と歴史の里　鈴鹿・長宿」を基本方針とした街なみを整備・推進するとともに、街づくり協定運営委員会活動を通じて
地区住民の『やすらぎとうるおいのある美しい街なみを保全・維持して行く』という意識を定着させる。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　昭和初期建築物など、保存すべき建築物、樹木の保存、公開の検討。　周辺地域への波及、ネットワーク化の検討。
 街なみ環境整備事業から十数年が経過し、老朽化した地区施設の修繕を行う必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　公共による地区施設（道路）の美装化と修繕改修。地域
住民による協定、特定景観地区に基づく良好な景観形
成。官民協働の地区施設の維持管理など、多様な取り組
みがなされている地区である。
　座間らしい良好な環境を地区内で享受し育むとともに、
来街者にも目を向けたまちづくりの検討も視野にいれて進
めていきたい。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

街並み環境整備事業要綱   街づくり協定区域　　特定景観計画地区

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

446 8525 (決算) 185 460631 1,371

917 8526 (予算) 190 4601,107 2,407

917 8527 (計画) 190 4601,107 2,406

917 8528 (計画) 189 4601,106 2,405

917 8529 (計画) 189 4601,106 2,404

917 8530 (計画) 189 4601,106 2,404

鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業

325307

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

あまり対応していない。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

あまり取り組んでおらずかなり改善の余地がある。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（10点）

Ｄ（4点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ｂ（7点）

Ｄ（4点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業

325307

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
4
10

自然や歴史的景観に優れた区域であり、将来に向けて整備、保全
していくことが必要である。 10

4
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
7
4

他事業と比較すると整備よりも景観の保全を優先させるためコストは
割高となる。 10

7
4

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

住民意識向上や全国的に注目され視察も多く成果は十分得られて
いる。 10

10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

地区内住民の受益は大きいが地区外住民も散策等利用ができ座
間市全体のイメージアップにつながる。 10

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

都市化された本市の中で、鈴鹿・長宿区域は、今でも旧市街地の
面影を残しており、引き続き美しい街なみの維持保全を優先的に
進める。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
Ｄ ・
A ・

A ・
B ・
Ｄ ・

A ・
A ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
Ｄ ・
A ・

A ・
B ・

Ｄ ・

A ・
A ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

自然や歴史的景観に優れた区域であり、引き続き地元の意を尊重しつつ、街並みの維持保全に努める
必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

鈴鹿長宿地区街なみ環境整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合交通計画推進事業325401

325401 総合交通計画推進事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

鉄道による市域分断解消

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市全域の交通体系、市民の交通利便性

全市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

検討内容 　・計画現況及び交通の現状把握
　　　　 　・将来交通量推計
　　　　 　・交通計画の見直し

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

住民、関係団体協議（年間） 10 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

都市計画法、道路運送法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 21 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１９年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

住民、関係団体協議（年間）

10 - -25 (決算) 4 - -100.00 - -

10 - -26 (予算) - - -100.00 - -

10 - -27 (計画) - - -100.00 - -

10 - -28 (計画) - - -100.00 - -

10 - -29 (計画) - - -100.00 - -

10 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合交通計画推進事業325401

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

第四次総合計画や都市マスタープランと整合した交通体系を整理し、具体的な交通計画を策定し、市民の交通利便性の
向上と各種事業の推進を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　将来発生する交通需要を整理しどう計画に反映するか。
　市の公共交通機関網、道路網の役割分担の整理。　
　市民意識、意見をどう計画に反映するか。

・事業実施上の検討課題

成果指標

都市計画道路見直し、運行見直し成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
見直達し達成路線/見直し予定路線

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
総合交通計画に基づき、将来推計にあった計画道路、交
通計画の見直しを図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市計画法、道路運送法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

026 (予算) -0.00

027 (計画) -0.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,864 49025 (決算) 1,065 3,929

8,561 98026 (予算) 2,193 10,754

12,820 98027 (計画) 2,188 15,008

3,819 49028 (計画) 1,091 4,910

6,020 42029 (計画) 933 6,953

3,819 42030 (計画) 933 4,752
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合交通計画推進事業325401

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 総合交通計画推進事業325401

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

座間市総合都市交通計画に基づき、今後の都市を取り巻く状況変
化や目指すべく将来像に的確な対応をするため都市計画道路の必
要性の検証と、その結果を踏まえた見直しが必要である。また、今
後は、さらに、コンパクトな街づくり、高齢化社会に対応したコミュニ
ティバス等の事業計画の見直し等は必要な事業である。

10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

「座間市総合都市交通計画」、平成２３年度に策定した「都市計画
道路見直しの基本的な考え方」に基づき進めていく事業である。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

長期間未着手路線についての合理的理由を整理することにより、
市民に対する説明責任が果たされ、廃止路線については無駄な投
資がおさえられる。また、コミュニティバス運行計画を再見直し事
は、さらなる市民の利便性の向上につながるものである。

10
10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

交通施策を市全域に総合的に誘導することができる。
10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

道路事業の見直しは、全国的にも必要とされている事業であり、神
奈川県内でも見直しが必要がる市町すべてが進めている事業であ
る。また、コミュニティバス運行計画の見直しは市民の生活水準向
上に直接つながる事業である。

10
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 9A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

交通施策を市内全域に総合的に誘導することができる事業であり、長年未整備となっている都市計画道
路見直しの必要性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業

325501

325501 小田急相模原駅前西地区市街地再開発事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

地域拠点計画づくりの推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小田急相模原駅前西地区権利者及び駅北口利用市民

小田急相模原乗車人数×1/4×1/2　　6900人

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

組合施行による小田急相模原駅前西地区第一種市街地再開発事業を実施する。また、関連して実施される都市計画道路
相模原二ツ塚線の整備と連携し、整備効果を高める。
　○　市街地再開発事業
　○　ペデストリアンデッキ整備事業

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

計画事業手続き完了数 6 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

都市再開発法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～準備段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 相模が丘地域区分

事業開始 昭和６２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

計画事業手続き完了数

2 - -25 (決算) 2 - -33.30 - -

3 - -26 (予算) - - -50.00 - -

5 - -27 (計画) - - -83.30 - -

5 - -28 (計画) - - -83.30 - -

6 - -29 (計画) - - -100.00 - -

6 - -30 (計画) - - -100.00 - -

小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業

325501741/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業

325501

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

駅周辺における道路等の都市基盤が整備、地域商業の活性化、都市型住宅の供給及び歩道状空地の整備を進め、地域
拠点の形成を図る。また、狭小老朽木造建築物が集積する市街地の再開発により、防災性能の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　平成５年１１月の都市計画決定から20年が経過し、いまだに休止状況が続いていたが、事業化に向けて検討を求められ
ている事業。事業実施上の課題は次のとおり　○　多様な権利者の意向が十分に把握されていない。　○　権利者の意向
を調整し、区域、事業計画をまとめる調整役の不在

・事業実施上の検討課題

成果指標

計画事業手続き完了率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
完了手続き数÷計画事業等手続き数
×１００（各年度）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　権利者の理解を深め、事業化促進を図る。事業完了まで
に必要な手続きは次のとおり
　都市計画変更
　組合設立認可
　権利変換計画認可
　建築確認申請等
　工事完了公告

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市再開発法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 100100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

477 16325 (決算) 354 6,900831 120

53,297 17226 (予算) 385 6,90053,682 7,780

280,700 17227 (計画) 384 6,900281,084 40,737

308,500 17228 (計画) 383 6,900308,883 44,766

630,900 17229 (計画) 382 6,900631,282 91,490

158,100 12430 (計画) 276 6,900158,376 22,953

小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業

325501

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

一部ニーズに即（さない）していない部分もある。

十分対応している。

一部国、県、民間、地域での実施が適当である。

一定の効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

得られていない。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

Ｄ（4点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｅ（2点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（5点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業

325501

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

6
8
4

駅周辺における地域商業の活性化並びに都市型住宅の供給を図
るとともに、耐火建築物への建替え促進により、防災性能を向上さ
せることが必要である。

6
8
4

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
8
6

事業が停滞しているため都市計画変更を行い、実現性の高い計画
に変更することによって事業の推進を図る。 6

8
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
2

都市計画決定から約２０年が経ち、現状に即した見直しが必要であ
る。 7

2

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

駅周辺の再開発事業等を実施することにより、地区の住民には良
好な環境が得られ、他の駅周辺地区でも再開発事業を進めること
により、市全体の良好な環境をつくることになる。

7
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

再開発区域を変更することにより、都市計画道路(相模原二ツ塚線)
事業と区分され、整備の推進が図られる。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

Ｃ ・
B ・
Ｄ ・

Ｃ ・
B ・
Ｃ ・

B ・
Ｅ ・

B ・
B ・

A ・
A ・

Ｃ ・
B ・
Ｄ ・

Ｃ ・
B ・

Ｃ ・

B ・
Ｅ ・

B ・
B ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 5Ｃ ・ 5Ｃ ・

内部評価

5

Ｃ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

都市計画決定から、かなりの年数が経過しており、実現性の高い計画に変更することによって事業の推進
を図る必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小田急相模原駅前西地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業

325504

325504 小田急相模原駅周辺地区市街地再開発事業

暮らし快適　魅力あるまち

まちづくり

地域拠点計画づくりの推進

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

駅周辺地区

小田急相模原駅乗車人数×１/４×１/２　　6900人

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

防災性の向上、商店街の活性化、安全で快適な歩行空間の整備を図るため、優良建築物等整備事業の実施、まちづくり
協定の運用支援、地区施設等の整備を推進する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

不燃化率 100 ％

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

都市再開発法、優良建築物等整備事業要綱

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 相模が丘地域区分

事業開始 平成１７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

不燃化率

62 - -25 (決算) 62 - -62.00 - -

62 - -26 (予算) - - -62.00 - -

62 - -27 (計画) - - -62.00 - -

62 - -28 (計画) - - -62.00 - -

75 - -29 (計画) - - -75.00 - -

75 - -30 (計画) - - -75.00 - -

小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業

325504

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

○防災性能の向上：老朽狭小木造建築物が集積する市街地から、敷地の共同化、個別協調建替えを進め、安全な市街地
を形成する。
○安全・安心な地域拠点の形成：風俗店が集積するまちから日常的な生活拠点のまちへ
○安全で快適な歩行空間の形成：道路の拡幅整備、歩道状空地、小広場を整備し、快適な歩行空間を形成する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　２街区の共同化が進み防災性、快適な歩行空間の形成は進んでいる。一方、権利者の合意形成、権利変換の難しさな
どから、建物低層部への商業立地は十分ではない。まちが徐々に変化する中で、大規模な共同化だけでなく、まちづくり
協定による協調建替えや地区施設の整備などを連携させ、より柔軟なまちづくりへの対応が課題とな

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　共同化、個別協調建替えを進めるとともに、基盤となる道
路、公開空地の整備、ネットワーク化を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市再開発法、優良建築物等整備事業要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

222 28225 (決算) 613 6,900835 121

375 28226 (予算) 631 6,9001,006 146

400 28227 (計画) 630 6,9001,030 149

43,400 28228 (計画) 628 6,90044,028 6,381

21,400 28229 (計画) 627 6,90022,027 3,192

19,400 28230 (計画) 627 6,90020,027 2,902

小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業

325504

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

一部国、県、民間、地域での実施が適当である。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｄ（4点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業

325504

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
4

駅周辺における地域商業の活性化並びに都市型住宅の供給を図
るとともに、耐火建築物への建替え促進により、防災性能を向上さ
せることが必要である。

7
8
4

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
6

相模銀座周辺地区まちづくり協定区域内の地区において、合意形
成が図られた地区から共同化の事業を進める。 8

8
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

相模銀座周辺地区まちづくり協定区域内の地区において、権利者
の合意が整い、協定に沿った形での共同化が図られる。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

駅周辺の再開発事業等を実施することにより、地区の住民には良
好な環境が得られ、他の駅周辺地区でも再開発事業を進めること
により、市全体の良好な環境をつくることになる。

7
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

相模銀座周辺地区まちづくり協定区域内の各地区において、合意
形成が図られた地区から共同化の事業を進める。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
Ｄ ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・
Ｄ ・

B ・
B ・

Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

駅周辺の再開発事業は、地域商業の活性化や防災性能の向上に有効であり、合意形成が図られた地区
から共同化の事業を進める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小田急相模原駅周辺地区市
街地再開発事業

325504748/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 景観形成推進事業335101

335101 景観形成推進事業

暮らし快適　魅力あるまち

景観形成

景観特性を生かしたまちづくり

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

保全すべき自然、良好な住環境の地域など

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・座間市景観計画の変更等の検討（景観重要公共施設の制定等、さらなる良好な景観形成を創出するための景観協定等
のルール作り）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

景観形成活動回数（審議会、勉強会） 2 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

都市計画課都市部

市

景観法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 21 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

景観形成活動回数（審議会、勉
強会）

1 - -25 (決算) 1 - -50.00 - -

2 - -26 (予算) - - -100.00 - -

2 - -27 (計画) - - -100.00 - -

2 - -28 (計画) - - -100.00 - -

2 - -29 (計画) - - -100.00 - -

2 - -30 (計画) - - -100.00 - -

景観形成推進事業335101749/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 景観形成推進事業335101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

・地域の自然、歴史などとの調和。適正な制限の下に土地利用がされることにより、良好な景観形成を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・現状の良好な景観の維持、新たな良好な景観の創出方法を、住民の意見等を踏まえなが　ら検討する必要がある。　

・事業実施上の検討課題

成果指標

景観ルール、景観重要公共施設制定成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 13

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
先進市や専門家の意見を聞きながら、職員、住民の知識
向上、意識向上を図り景観形成ルールの策定、景観重要
公共施設の策定を行う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

景観法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

226 (予算) -15.40

227 (計画) -15.40

628 (計画) -46.20

629 (計画) -46.20

1030 (計画) -76.90

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

170 10025 (決算) 217 387

276 11426 (予算) 255 531

276 11427 (計画) 255 531

276 11428 (計画) 254 530

276 11429 (計画) 253 529

276 11430 (計画) 253 529

景観形成推進事業335101750/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 景観形成推進事業335101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

景観形成推進事業335101751/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 景観形成推進事業335101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
9
6

「景観法」が施行され住民、事業者、国、地方自治体の良好な景観
の形成に関する責任を示した法で優れた自然、歴史的、文化的景
観をかけがえのない財産として守り育てるとともに、次世代へ継承し
ていくために景観をコントロールしていくことが必要である。

7
9
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

優れた自然、歴史的、文化的景観をかけがえのない財産として守り
育てるとともに、次世代へ継承していくために個人や感性の問題で
はなく地域一体となって景観をコントロールしていく必要があること
を明確にし、法的な根拠を与えるものである。

7
7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

座間市は、平成１８年４月１日に「景観行政団体」となったことで、景
観計画策定及び、景観条例制定を行い、建物への「届出」「勧告」
等を行い景観誘導を図る。また、景観重要公共施設等の指定によ
り、より良好な景観形成を図ることができる。

8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

「美しい国づくり政策大綱」において、良好な景観の形成は国政の
重要課題と位置づけられ、座間市の景観計画への取組みも、全市
域を対象とし、行うこととしている。

9
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

急速な都市化への反省から、良好な景観への関心の高まりを背景
にし、制定した条例を履行する。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

B ・
B ・

B ・
A ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 9A ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

景観行政団体として、優れた自然、歴史的、文化的景観を、かけがえのない財産として守り育てることで、
座間市景観条例の目的、基本理念に基づき次世代へ継承していく事業を展開する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

景観形成推進事業335101752/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 芹沢公園整備事業345101

345101 芹沢公園整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

公園・広場等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

芹沢公園

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

全体面積約１６㌶を４工区に分割した。
（第１工区５．９㌶は昭和６０年～平成元年度にて、第２工区３．７㌶は平成２～８年度にて、第３工区３．８㌶は平成１５年～
平成２１年度整備を行った。）
平成２３年度に第４工区２．６㌶の事業認可を取得し用地取得並びに整備を進め平成２９年に開園を目指します。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

芹沢公園第４工区用地取得面積（累計） 2 ha

整備工事 4 ha

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市

都市公園法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

芹沢公園第４工区用地取得面
積（累計）

整備工事

1.7 0 -25 (決算) 1.7 0 -70.20 0.00 -

2.07 0.8 -26 (予算) - - -85.50 19.50 -

2.42 3.5 -27 (計画) - - -100.00 85.40 -

2.42 4.1 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

0 1 -29 (計画) - - -0.00 24.40 -

0 1 -30 (計画) - - -0.00 24.40 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芹沢公園整備事業345101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市の総合公園としての整備方針
①自然環境を生かした憩いの場としての公園作り。②防災機能を持ち合わせた公園作り。
③水源涵養地として樹林地を保全した公園作り。④健康づくりに活用できる公園作り。
⑤市民参加による公園計画。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・意図（どういう状態にしたいのか）

引き続き第４工区の用地取得並びに整備を鋭意に進めるため、財源の確保等の検討が必要となる。今後、市民参加による
公園管理を検討していきたい。

・事業実施上の検討課題

成果指標

全面開園成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 1

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市民にとっての健康作りの場や防災機能を持った非常時
避難場所、水源涵養地や樹林地の保全等、自然環境を生
かした、市民の憩いの場として整備する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

都市公園法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

026 (予算) -0.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

129 (計画) -100.00

030 (計画) -0.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

193,134 96825 (決算) 2,103 195,237

161,918 99726 (予算) 2,231 164,149

544,668 108327 (計画) 2,418 547,086

150,418 111428 (計画) 2,481 152,899

3,000 34329 (計画) 762 3,762

0 030 (計画) 0 0
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事　業　評　価　シ　ー　ト 芹沢公園整備事業345101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

芹沢公園整備事業345101755/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 芹沢公園整備事業345101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
8
8

自然環境を活かした市内唯一の総合公園として、全公園区域の開
園に向け整備を進める。 10

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
8

国の交付金を活用することにより、予算に見合った十分な効果があ
り、効率的である。 9

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

自然環境を生かした緑の憩いの場、健康づくりの場、水源涵養地、
防災機能を備えた公園整備に努力し成果を出したい。 9

9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

市民全体が対象者であり、利用者や受益者は限定されない。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

事業をより効果的なものとするため、第3工区及び第４工区の整備
を平成29年の全区域開園を目標に事業を進める。 9

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

A ・
A ・

B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 8B ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

自然環境を活かした憩いの場、健康づくり、水源の涵養地、防災機能を備えた公園整備は、必要性、有
効性が高い。全公園区域の開園に向け積極的に整備を進める必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

芹沢公園整備事業345101756/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 花とうるおいのある緑地づくり
事業

345201

345201 花とうるおいのある緑地づくり事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

協働による維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

公園・緑地

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

公園・緑地等への緑化活動として「花とうるおいのある緑化事業要綱｣に基づき花の苗・花壇を提供し、市民緑化活動団体
等への支援を実施している。
H26年度より委託化。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

活動箇所数(年間) 3 箇所

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

活動箇所数(年間)

19 - -25 (決算) 0 - -633.30 - -

3 - -26 (予算) - - -100.00 - -

3 - -27 (計画) - - -100.00 - -

3 - -28 (計画) - - -100.00 - -

3 - -29 (計画) - - -100.00 - -

3 - -30 (計画) - - -100.00 - -

花とうるおいのある緑地づく
り事業

345201757/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 花とうるおいのある緑地づくり
事業

345201

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民等と行政による協働の花とうるおいのある緑地づくりを推進する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・自治会、活動団体等へ同事業の支援協力を呼びかけ地域一体の事業へ拡大推進を検討
・平成29年度芹沢公園の開園に伴い、実施箇所、協力者及び費用の増加が見込まれる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

活動箇所（率）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
箇所数÷42　(%)

目標値 42

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
・花とうるおいのある緑化事業要綱に基づき、花植え活動
市民団体等と協働により花とうるおいのある緑地づくり事業
を推進。
・平成29年4工区開園により増える実施箇所及び花苗費用
の増加
・（改善点）業務委託による事務効率の向上

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

4825 (決算) 0114.30

5726 (予算) -135.70

6427 (計画) -152.40

7128 (計画) -169.00

7829 (計画) -185.70

8530 (計画) -202.40

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

658 13125 (決算) 285 943

792 9926 (予算) 222 1,014

792 10427 (計画) 232 1,024

792 10828 (計画) 241 1,033

792 12329 (計画) 273 1,065

792 12830 (計画) 284 1,076

花とうるおいのある緑地づく
り事業

345201758/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 花とうるおいのある緑地づくり
事業

345201

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

公共性等から市が実施する方が妥当である。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

花とうるおいのある緑地づく
り事業

345201759/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 花とうるおいのある緑地づくり
事業

345201

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
6

花とうるおいのある緑化事業要綱に基づき公園等の花壇へ緑化の
推進を行い、地域環境の充実及び緑化の啓発普及に努めること必
要である。

8
8
6

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
8

要綱に基づく市民等緑化活動団体の申請により、地域に根ざした
親しみのある緑化活動が実施されている。 8

6
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地域に根ざした親しみのある緑化活動が実施されることにより、うる
おいのある地域環境の充実や地域住民等への地域環境意識の高
揚が図れる。

8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

市広報やホームページ等により広く市民等へ事業紹介を行ってい
る。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

行政と協働による緑化活動が普及しつつあり、且つ市民等緑化活
動団体が率先して活動を推進する意識が高まりを見せているので
継続拡充する必要がある。

6
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

B ・

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

花とうるおいのある緑化事業要綱により、地域に根ざした親しみのある緑化活動を推進しており、市民意
識の高まりの中でさらに充実が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

花とうるおいのある緑地づく
り事業

345201760/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 生活環境緑化奨励事業345204

345204 生活環境緑化奨励事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

協働による維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

緑化を推進する市民

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

（生垣設置奨励金）自己の住宅等の生垣設置に対しての奨励金を交付する。
（民間施設緑化事業）駐車場を目的とする施設の緑化に対して樹木の苗木を配布する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

生垣設置延長（年間） 40 ｍ

民間施設緑化箇所数（年間） 1 箇所

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

生垣設置延長（年間） 民間施設緑化箇所数（年間）

60 1 -25 (決算) 3.5 1 -150.00 100.00 -

40 1 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

40 1 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

40 1 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

40 1 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

40 1 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生活環境緑化奨励事業345204

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

民有地への緑化により良好な生活環境を形成するとともに緑化意識の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　民有地・民間施設（民間駐車場）内の緑化の協力・理解を求めているが、現行の奨励金及び苗木の配布だけでは資金不
足であり経済的な問題がある。また、民間駐車場の緑化スペース確保により駐車スペースの減による減収や維持管理の増
大がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
民有地･民間施設内の緑化を支援して環境緑化の推進を
図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

14 3225 (決算) 70 84

200 9526 (予算) 213 413

200 9527 (計画) 212 412

200 9528 (計画) 212 412

200 9529 (計画) 211 411

200 9530 (計画) 211 411
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○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

一部ニーズに即（さない）していない部分もある。

十分対応している。

公共性等から市が実施する方が妥当である。

一定の効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

得られている。

限定される傾向がある。

見直す余地がある。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 生活環境緑化奨励事業345204

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

6
7
6

座間市緑の保全及び緑化の推進に関する条例施行規則に基づき
民有地への緑化の推進を行い、地域環境の充実及び緑化の啓発
普及に努めることが必要である。

6
7
6

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
6
6

同奨励制度により申請者の民有地への緑化が図れる。
6
6
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
6

同奨励制度により民有地への緑化が図れ、良好な地域環境が形成
される。 7

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

利用者や受益者は限定されない。
6
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

市内民有地への緑化を推進するために必要がある。
6
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

Ｃ ・
B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
－

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 6Ｃ ・6

内部評価

6

Ｃ
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 6C 点 一次評価： 6C 点 二次評価： 6C 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

条例施行規則に基づき民有地へ緑化の推進を行い、地域環境の充実及び緑化の啓発普及に努める必
要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 樹木保全地域指定奨励事業345313

345313 樹木保全地域指定奨励事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

緑地・樹木地等の確保と保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

山林所有者

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

樹木保全地域指定した土地所有者へ奨励金を交付する。
　①市街化区域　・樹木保全地域　 9.9ha(H25.3末)　
　　　　　　　　・緑地保全地域　 3.0ha　
　②調整区域　　・樹木保全地域　 2.0ha
                            計　14.9ha　

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

樹木保全対象面積 15 ha

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市

緑の保全及び緑化の推進に関する条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

樹木保全対象面積

15 - -25 (決算) 15 - -100.00 - -

15 - -26 (予算) - - -100.00 - -

15 - -27 (計画) - - -100.00 - -

15 - -28 (計画) - - -100.00 - -

15 - -29 (計画) - - -100.00 - -

15 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 樹木保全地域指定奨励事業345313

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市街化区域内及び調整区域内の良好な樹林地の保全。

・意図（どういう状態にしたいのか）

指定地が相続等の発生により売却する場合に、市として買取依頼に対応できない現状。財源を基金に依存しているので、
同事業の財源確保の検討が必要である。また、新規指定地域についての財源確保ができず指定地域の拡大も停滞してい
る。　

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
樹木保全地域を市が指定することにより、緑豊かな生活環
境を保つ。
所有者へ奨励金を交付することにより、緑地の保全意識を
高める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

緑の保全及び緑化の推進に関する条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

24,077 30225 (決算) 656 24,733

22,198 27926 (予算) 624 22,822

22,199 27927 (計画) 623 22,822

22,199 27928 (計画) 621 22,820

22,199 27929 (計画) 620 22,819

22,199 27930 (計画) 620 22,819
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事　業　評　価　シ　ー　ト 樹木保全地域指定奨励事業345313

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 樹木保全地域指定奨励事業345313

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
8

樹木保全地域指定奨励対象地として指定した樹林地等を保全して
いくうえで事業の継続が必要である。 8

7
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
6

事業予算の拡大を図ることにより計画的な指定地域拡大を図りた
い。 8

6
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

開発から樹林地を守り、保全する一手段となっている。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

利用者や受益者は限定されない。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

宅地化等の開発による樹林地の減少や所有者の維持管理費の負
担増を考慮し、樹林地及び周辺の自然環境を守り市民に貴重な緑
地等を提供するため、積極的に推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

宅地開発などによる緑地減少の中で、樹木保全地域指定奨励対象地として緑豊かな生活環境を保持し
ていく必要性がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

樹木保全地域指定奨励事業345313768/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑地等保全事業345322

345322 緑地等保全事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

緑地・樹木地等の確保と保全

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

緑地等所有者

特定受益者なし

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

緑地等保全対象地の土地所有者と長期賃貸借契約を締結し、当該地を長期に渡り維持・保全する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

緑地等保全賃貸借契約対象面積 4,467 ㎡

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市

緑地等保全契約の締結関する要綱

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２０年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

緑地等保全賃貸借契約対象面
積

4467 - -25 (決算) 0 - -100.00 - -

4467 - -26 (予算) - - -100.00 - -

4467 - -27 (計画) - - -100.00 - -

4467 - -28 (計画) - - -100.00 - -

4467 - -29 (計画) - - -100.00 - -

4467 - -30 (計画) - - -100.00 - -

緑地等保全事業345322769/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑地等保全事業345322

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

貴重な緑地等の一定期間の確保及び保全。

・意図（どういう状態にしたいのか）

一定期間の緑地等の確保が可能となるが、市として買取依頼に対応できない現状。　当該地においては、地域自治会･協
力団体等との協働による活動で維持管理を実施していくことを目指している。　また、良好な状態を保つために成長した樹
木の伐採・間伐等が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市が緑地等の長期賃貸借契約を締結することで、一定期
間の緑地等の確保が可能であり緑豊かな生活環境を保
つ。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

緑地等保全契約の締結関する要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

805 11625 (決算) 252 1,057

1,192 11626 (予算) 260 1,452

1,192 11627 (計画) 259 1,451

1,192 11628 (計画) 258 1,450

1,192 11629 (計画) 258 1,450

1,192 11630 (計画) 258 1,450

緑地等保全事業345322770/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑地等保全事業345322

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

緑地等保全事業345322771/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑地等保全事業345322

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
7

緑地等保全契約の締結に関する要綱に基づき、土地賃貸借契約
により樹林地及び周辺の自然環境の保全に必要である。 8

7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
6
6

長期賃貸借契約により一定期間の維持、保全に努めている。
7
6
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

緑地等保全対象地を保全する目的として、有効な方策である。
7
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

利用者や受益者は限定されない。
7
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

宅地化等の開発による樹林地の減少や所有者の維持管理費の負
担増を考慮し、樹林地及び周辺の自然環境を守り市民に貴重な緑
地等を提供するため、積極的に推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

土地所有者の協力や理解により、樹林地及び周辺の自然環境の長期的な保全を図ることの必要性は高
い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

緑地等保全事業345322772/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑化まつり事業345404

345404 緑化まつり事業

暮らし快適　魅力あるまち

公園・広場・緑地

緑化意識の高揚

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

緑化まつり

緑化祭り参加者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「緑化まつり実行委員会」への委託により開催する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

緑化まつり参加団体数 50 団体

緑化まつり参加人数 30,000 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

公園緑政課都市部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

緑化まつり参加団体数 緑化まつり参加人数

50 30000 -25 (決算) 45 28000 -100.00 100.00 -

50 30000 -26 (予算) - - -100.00 100.00 -

50 30000 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

50 30000 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

50 30000 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

50 30000 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -

緑化まつり事業345404773/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑化まつり事業345404

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

緑あふれる明るく住みよいまちづくりを推進するために、市民の緑化への関心を高める。

・意図（どういう状態にしたいのか）

来場者の駐車場の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市民（ボランティア）参加の拡大を図る

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

1,465 68925 (決算) 1,497 30,0002,962 99

1,677 65926 (予算) 1,475 30,0003,152 105

1,677 65927 (計画) 1,472 30,0003,149 105

1,677 62828 (計画) 1,399 30,0003,076 103

1,677 62829 (計画) 1,395 30,0003,072 102

1,677 62830 (計画) 1,395 30,0003,072 102

緑化まつり事業345404774/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 緑化まつり事業345404

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 緑化まつり事業345404

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

緑あふれる明るく住み良いまちづくりを推進するために、市民の緑
化意識の高揚啓発活動として必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市民団体との協働により、来場者も増え緑化意識の高まりを見せて
いる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

来場者の緑化に対する意識の高揚、啓発、普及を図ることができ
る。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

祭りポスターの掲示や市広報、ホームページ等により広く市民等へ
広報を行っている。 7

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

市民団体と協働により実施し、広く市民へ定着しており、今後とも継
続する必要がある。 9

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

A ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市民の緑化意識の啓発や、緑あふれる明るくすみよいまちづくりの推進に寄与するため事業の必要性は
高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 座間南林間線道路改良事業355101

355101 座間南林間線道路改良事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

都市計画道路の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

座間南林間線

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

都市計画変更　延長Ｌ＝1,600ｍ（起点～終点まで）
　・1工区　680ｍ　県道42号相模原茅ヶ崎から県道51号町田厚木(入谷バイパス)
　・2工区　920ｍ　県道51号町田厚木(入谷バイパス)から市道１７号線
　　先行買収用地の買戻し

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

都市計画変更調整協議回数(年間） 8 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 非義務的経費義務区分 相武台・緑ヶ丘地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

都市計画変更調整協議回数(年
間）

2 - -25 (決算) 2 - -25.00 - -

8 - -26 (予算) - - -100.00 - -

8 - -27 (計画) - - -100.00 - -

8 - -28 (計画) - - -100.00 - -

8 - -29 (計画) - - -100.00 - -

8 - -30 (計画) - - -100.00 - -

座間南林間線道路改良事業355101777/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間南林間線道路改良事業355101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

未整備区間の整備を行い、交通の円滑化を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・1工区：神奈川県への施工要望、都市計画変更
・2工区：現計画では谷戸山公園区域と重複するため、ルートの見直し、再検討が必要
・都市計画変更は法改正により、起終点間の車線の変更が必要

・事業実施上の検討課題

成果指標

協議調整率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
都市計画変更調整協議回数÷予定計
画都市計画変更協議回数 ×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
一部重複区間である市道4号線との整備方針や手法の検
討が必要である。
用地買収や物件補償が伴うので、高額な事業費が必要と
なる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

2525 (決算) 2525.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

42 10025 (決算) 217 259

66 5026 (予算) 112 178

3,095 8027 (計画) 179 3,274

1,095 5028 (計画) 111 1,206

1,095 5029 (計画) 111 1,206

1,095 5030 (計画) 111 1,206

座間南林間線道路改良事業355101778/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 座間南林間線道路改良事業355101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 座間南林間線道路改良事業355101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

都市計画道路であり、市内の幹線道路が脆弱な中、東西に結ぶ幹
線道路の整備として早急な事業推進が必要である。 9

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
6

県道相模原茅ヶ崎線から入谷バイパスの区間は住宅密集地である
ことからコストは高い。入谷バイパスから市道17号線までの間は、市
街化調整区域であるが、急峻な地形のため擁壁等やはりコストは高
い。

9
9
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

圏央道のアクセス道路であり、地域産業発展のため必要不可欠な
道路である。市の東西交通路が整備されることにより交通の流れが
改善され、歩行空間が確保されることにより安全性が向上する。

9
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

道路利用者が受益者であり公平性が高い。
10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
10

都市計画施設であり、圏央道のアクセスや交通網の整備の観点か
らも整備が必要である。 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

A ・
A ・
Ｃ ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
B ・

Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 9A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

市内を東西に結ぶ幹線道路であり、圏央道へのアクセスの視点から整備の必要性は高い。交通の流れ
が改善されるとともに、歩行空間が確保され安全性の向上に寄与するなど有効性の高い事業である。整
備の課題を整理し、実現に向けた取組みが必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

座間南林間線道路改良事業355101780/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路隅切用地取得事業355213

355213 道路隅切用地取得事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市道全体の道路

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市道交差点部の危険箇所について、地権者より隅切り用地を取得し歩行者等の安全を確保する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

道路隅切用地取得件数（累積） 18 箇所

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

道路隅切用地取得件数（累積）

4 - -25 (決算) 1 - -22.20 - -

6 - -26 (予算) - - -33.30 - -

8 - -27 (計画) - - -44.40 - -

10 - -28 (計画) - - -55.60 - -

12 - -29 (計画) - - -66.70 - -

14 - -30 (計画) - - -77.80 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路隅切用地取得事業355213

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

狭隘道路交差点部や交通事故多発地点などの隅切を改良することにより、事故を未然に防止し、交通の安全を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

交通安全総点検による箇所等について、地権者の協力を得ながら隅切りを取得する。

・事業実施上の検討課題

成果指標

道路隅切整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
整備済み箇所／平成32年度までの整
備目標×１００

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
隅切り用地を取得するとともに、交通安全のための必要な
措置を講ずる。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

2225 (決算) 2222.00

3326 (予算) -33.00

4427 (計画) -44.00

5628 (計画) -56.00

6729 (計画) -67.00

7830 (計画) -78.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

715 8025 (決算) 174 8,000889 111

766 8026 (予算) 179 8,000945 118

766 8027 (計画) 179 8,000945 118

766 8028 (計画) 178 8,000944 118

774 8029 (計画) 178 8,000952 119

774 8030 (計画) 178 8,000952 119

道路隅切用地取得事業355213782/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路隅切用地取得事業355213

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

一定の効果がある。

あまり効率的でない。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

普通

得られている。

限定される傾向がある。

ほぼ適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（6点）

Ｄ（4点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｃ（5点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｃ（5点）

Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路隅切用地取得事業355213

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
7

道路の交差箇所における交通事故多発地点において隅切りを設
け、歩行者及び車両の通行の安全を確保するため必要である。 7

8
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
4
7

隅切りを確保することにより道路の見通しが改善され、交通安全対
策上の効果がある。 6

4
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

車両及び歩行者に最も危険箇所である交差点部を改善することに
より、事故減少につながる。 6

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

5
7

交差点の改良のため、全ての通行車両に対して安全を提供でき
る。 5

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

4
5

交通安全点検パトロール等による危険箇所の確認に基づいて行っ
ており、安全確保を図るうえでは、推進を図る必要がある。 6

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
Ｄ ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
－

Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・
B ・

Ｃ ・
Ｄ ・

B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・
B ・

Ｄ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 Ｃ ・ 5Ｃ ・6

内部評価

6

Ｃ
点

平均 Ｄ ・ 5 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 6C 点 一次評価： 6C 点 二次評価： 6C 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

道路の交差箇所の交通事故多発地点における歩行者及び車両通行の安全を確保するうえで、当該事
業の果たす必要性は高いが、費用対効果と優先性を考慮した事業実施が望まれる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 街路樹維持管理事業355219

355219 街路樹維持管理事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

植樹帯

全市民(特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

道路緑地の年3回の除草及び年1回の樹木剪定による道路緑地及び道路空地の樹木、雑草の管理。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

剪定・除草回数（年間） 5 回

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

剪定・除草回数（年間）

5 - -25 (決算) 4 - -100.00 - -

4 - -26 (予算) - - -80.00 - -

4 - -27 (計画) - - -80.00 - -

4 - -28 (計画) - - -80.00 - -

4 - -29 (計画) - - -80.00 - -

4 - -30 (計画) - - -80.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 街路樹維持管理事業355219

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

景観の維持並びに都市緑化と交通安全への貢献。

・意図（どういう状態にしたいのか）

管理区域の増加、市街地の密集に伴う管理頻度の拡大により、発生材の処理に新たな経費を必要とする。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
歩道幅員の拡大が求められる中で多くのスペースを必要と
する植樹帯の見直しが課題となる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

9,968 18025 (決算) 391 10,359

12,000 18026 (予算) 403 12,403

12,000 21327 (計画) 476 12,476

12,000 21328 (計画) 474 12,474

12,000 21329 (計画) 473 12,473

12,000 21330 (計画) 473 12,473
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事　業　評　価　シ　ー　ト 街路樹維持管理事業355219

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 街路樹維持管理事業355219

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
8
8

市内の街路樹の剪定、植樹帯並びに法面の除草を行い都市緑化
に貢献するため必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
7

剪定・除草は委託業務で行っているが、コストの面から年間必要回
数を行うことができないのが実情である。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
8

都市緑化を保全するためにも必要である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

道路利用者が受益者であり、公平性は高い。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

毎年必要な維持管理であり、継続した対応が必要。
8
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

街路樹の剪定、植樹及び法面の除草は、都市緑化の保全に大きく貢献しており、必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

街路樹維持管理事業355219788/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 北部地区総合交通対策事業355222

355222 北部地区総合交通対策事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

相武台・緑ヶ丘・広野台・相模が丘地区

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

特定経路整備延長（市道5号線歩道整備区間） L= 270m
土地開発公社買戻し
歩道新設、歩道改善、交差点改良
市道６号線　歩道改修　　 　　　　　　　 　L= 190m
市道８号線　道路拡幅　　　　 　　　       L=  30m

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

安全化対策延長(累積) 2,080 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

(旧)相武台地区と(旧)相模が丘地区総合交通対策事業

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

安全化対策延長(累積)

710 - -25 (決算) 710 - -34.10 - -

380 - -26 (予算) - - -18.30 - -

170 - -27 (計画) - - -8.20 - -

140 - -28 (計画) - - -6.70 - -

30 - -29 (計画) - - -1.40 - -

150 - -30 (計画) - - -7.20 - -

北部地区総合交通対策事業355222789/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 北部地区総合交通対策事業355222

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

社会資本総合交付金等を活用し、北部地区内の道路における一環した交通安全対策事業を実施することを目的とする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・電線地中化事業の整備方針、維持管理
・事業用地の取得等

・事業実施上の検討課題

成果指標

安全化対策率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
施行延長/計画延長×100％

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
事業執行により交通の安全確保を図る

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

(旧)相武台地区と(旧)相模が丘地区総合交通対策事業

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

34.125 (決算) 34.134.10

52.426 (予算) -52.40

60.627 (計画) -60.60

67.328 (計画) -67.30

68.829 (計画) -68.80

7630 (計画) -76.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

131,629 238025 (決算) 5,172 136,801

79,875 144026 (予算) 3,223 83,098

40,550 151027 (計画) 3,372 43,922

92,083 201028 (計画) 4,476 96,559

98,563 75029 (計画) 1,667 100,230

244,750 123030 (計画) 2,733 247,483

北部地区総合交通対策事業355222790/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 北部地区総合交通対策事業355222

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

北部地区総合交通対策事業355222791/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 北部地区総合交通対策事業355222

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

市内を6地区に分け平成10年度から平成15年度にかけて交通安全
総点検を行い、現在では3地区に統合し、改善を行っている。計画
的に市域の幹線道路等を整備、改良していく必要がある。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

市道5号線及び市道8号線においては事業用地の買収を要するの
でコストは非常に高額となる。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

円滑な交通を確保し、歩行者、自転車並びに車両等の通行の安全
性を向上させる。景観に配慮した道路を築造することで、良好な街
並みの形成にもつながる。

9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

道路利用者が受益者であり、公平性も高い。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

歩行者、自転車並びに車両等の安全確保のため実施する必要が
ある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

円滑な交通を確保し、歩行者、自転車並びに車両通行の安全性を向上させることは必要性、優先性とも
に高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

北部地区総合交通対策事業355222792/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 南東部地区総合交通対策事
業

355225

355225 南東部地区総合交通対策事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

南栗原・立野台・栗原中央・西栗原・さがみ野・ひばりが丘・

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市道38号線道路改良
小松原交差点改良

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

安全化対策延長（累積） 1,540 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

(旧)南栗原地区と(旧)ひばりが丘総合交通対策事業費

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

安全化対策延長（累積）

0 - -25 (決算) 0 - -0.00 - -

500 - -26 (予算) - - -32.50 - -

540 - -27 (計画) - - -35.10 - -

100 - -28 (計画) - - -6.50 - -

100 - -29 (計画) - - -6.50 - -

100 - -30 (計画) - - -6.50 - -

南東部地区総合交通対策事
業

355225793/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 南東部地区総合交通対策事
業

355225

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

社会資本総合交付金等を活用し、南東部地区内の道路における一環した交通安全対策事業を実施することを目的とす
る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・利用者、近隣住民及び関係機関との協議、調整
・海老名市との調整

・事業実施上の検討課題

成果指標

安全化対策率(％)成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
施工延長／計画延長×100％

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
事業執行により交通の安全確保を図る

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

(旧)南栗原地区と(旧)ひばりが丘総合交通対策事業費

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

025 (決算) 00.00

32.526 (予算) -32.50

35.127 (計画) -35.10

54.128 (計画) -54.10

80.529 (計画) -80.50

8730 (計画) -87.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

20,154 5025 (決算) 109 20,263

540,400 5026 (予算) 112 540,512

631,183 8027 (計画) 179 631,362

132,879 5028 (計画) 111 132,990

355,600 5029 (計画) 111 355,711

75,600 5030 (計画) 111 75,711

南東部地区総合交通対策事
業

355225794/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 南東部地区総合交通対策事
業

355225

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

南東部地区総合交通対策事
業

355225795/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 南東部地区総合交通対策事
業

355225

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市内を6地区に分け平成10年度から平成15年度にかけて交通安全
総点検を行い、現在では3地区に統合し、改善を行っているため必
要である。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

市道38号線は用地買収を伴いコストは比較的高額となるが、交通
渋滞緩和等に極めて効果がある。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

地域の慢性的な交通渋滞を緩和や円滑な交通を確保することによ
り、歩行者、自転車並びに車両等の通行の安全性を向上させる。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

道路利用者が受益者であり、公平性も高い。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

周辺地域の慢性的な渋滞緩和や歩行者、自転車並びに車両等の
安全確保のため早急に実施する必要がある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

円滑な交通を確保し、歩行者、自転車並びに車両通行の安全性を向上させることは必要性、優先性とも
に高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

南東部地区総合交通対策事
業

355225796/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 西部地区総合交通対策事業355228

355228 西部地区総合交通対策事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

入谷・新田宿・座間・四ツ谷地区

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市道4号線道路改良
市道4号線先行買収用地買戻し
市道18号線歩道整備
市道1号線道路改良
市道53号線道路改良

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

安全化対策延長（累積） 1,076 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 23 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

安全化対策延長（累積）

16 - -25 (決算) 16 - -1.50 - -

156 - -26 (予算) - - -14.50 - -

220 - -27 (計画) - - -20.40 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

160 - -29 (計画) - - -14.90 - -

160 - -30 (計画) - - -14.90 - -

西部地区総合交通対策事業355228797/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 西部地区総合交通対策事業355228

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

社会資本総合交付金等を活用し、西部地区内の道路における一環した交通安全対策事業を実施することを目的とする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・事業用地の取得、小田急線踏切道拡幅協議、県道との接続協議等
・市道4号線と都市計画道路「座間南林間線」の取扱い

・事業実施上の検討課題

成果指標

安全化対策率(％)成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
施工延長／計画延長×100％

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
事業執行により交通の安全確保を図る

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

1.525 (決算) 1.51.50

14.526 (予算) -14.50

20.427 (計画) -20.40

20.428 (計画) -20.40

35.229 (計画) -35.20

5030 (計画) -50.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

48,891 272025 (決算) 5,911 54,802

206,605 373026 (予算) 8,348 214,953

360,400 903027 (計画) 20,164 380,564

757,300 650028 (計画) 14,476 771,776

269,000 911029 (計画) 20,242 289,242

322,000 1042030 (計画) 23,153 345,153

西部地区総合交通対策事業355228798/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 西部地区総合交通対策事業355228

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

西部地区総合交通対策事業355228799/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 西部地区総合交通対策事業355228

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

市内を6地区に分け平成10年度から平成15年度にかけて交通安全
総点検を行い、現在では3地区に統合し、改善を行っているため必
要である。

8
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

地形が急峻であるためコストは高額となる。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

円滑な交通を確保し、歩行者、自転車並びに車両等の通行の安全
性を向上させる。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

道路利用者が受益者であり、公平性も高い。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

歩行者、自転車並びに車両等の安全確保のため実施する必要が
ある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 8B ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

円滑な交通を確保し、歩行者、自転車並びに車両通行の安全性を向上させることは必要性、優先性とも
に高い。
特に、戦略プロジェクトに位置づけられている市の東西軸を結ぶ座間南林間線の整備が急がれ
る。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

西部地区総合交通対策事業355228800/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業

355231

355231 施設点検パトロール要補修路線維持管理事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

道路要補修路線

全市民（特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

老朽化した舗装面の補修及び打ち替えを行うことによる道路舗装面の維持管理。
道路側溝等の整備。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

舗装補修面積（年度） 10,000 ㎡

側溝整備維持延長（年度） 500 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法・国家賠償法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和５０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

舗装補修面積（年度） 側溝整備維持延長（年度）

13000 600 -25 (決算) 13234 848 -130.00 120.00 -

13788 675 -26 (予算) - - -137.90 135.00 -

15178 475 -27 (計画) - - -151.80 95.00 -

14464 1380 -28 (計画) - - -144.60 276.00 -

12629 1239 -29 (計画) - - -126.30 247.80 -

13400 1004 -30 (計画) - - -134.00 200.80 -

施設点検パトロール要補修
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事　業　評　価　シ　ー　ト 施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業

355231

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

事故の防止、沿道の騒音・振動の低減を図る。
道路排水施設等の整備により、道路利用者の安全及び沿道の生活環境の向上を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

管理延長の増加および通過車両の増加に伴う経費の増加。
道路側溝等整備は市民生活において重要な役割を担っているが、雨水排出先の整備がされていない箇所があるため、整
備水準が上がらない。

・事業実施上の検討課題

成果指標

舗装補修済面積率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
補修面積／計画面積×１００（％）

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
舗装については、交通量の増加及び車両の大型化により
老朽化したAS舗装の効果的な維持管理が課題となるが、
最新の舗装技術の導入により管理コストを軽減する取り組
みが必要となる。
雨水対策については、幹線道路及び住宅地内の生活道
路を重点に冠水解消を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法・国家賠償法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

4125 (決算) 48.341.00

55.626 (予算) -55.60

62.827 (計画) -62.80

7328 (計画) -73.00

7829 (計画) -78.00

86.430 (計画) -86.40

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

108,640 220025 (決算) 4,781 113,421

158,650 220026 (予算) 4,924 163,574

174,695 236927 (計画) 5,290 179,985

170,904 236928 (計画) 5,276 176,180

154,645 236929 (計画) 5,264 159,909

156,809 236930 (計画) 5,264 162,073

施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業

355231

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

適当である。

優先度が高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 施設点検パトロール要補修
路線維持管理事業

355231

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
9

日常のパトロールおよび市民の要望により道路施設の維持・改善を
行い、道路利用者の安全を図るため必要である。 9

8
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
8
8

改修・改善は既存施設の取り壊しを必要とするため、コストは高い。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

交通の安全を維持するのに必要である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

道路利用者が受益者であり、公平性は高い。
8
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
9

道路機能の低下した道路も多く、日常的に行う必要がある。
8
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
A ・

A ・
B ・
A ・

A ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
A ・

B ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 8B ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

日常的なパトロールにより道路施設を維持・改善し、交通の安全を図ることは必要性、有効性ともに高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

施設点検パトロール要補修
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路台帳整備事業355237

355237 道路台帳整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市道の情報

特定の受益者なし(全市民)

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

道路情報を盛り込んだ台帳システムを策定する。道路の地形図、境界確定図、基準点網図、道路施設図等をデジタル化し
住民に閲覧システムにてより迅速に、かつ正確に情報を提供する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

設定せず

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

設定せず

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路台帳整備事業355237

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

道路法第28条に基づき道路情報を整理し台帳化することにより、適正に道路を管理し、住民の要求に迅速に、かつ正確に
答えられるようにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

現在、旧図でのデジタル情報の取り込みが出来ているに留まっており各年度ごとに情報を最新のものに変換していく必要
がある。また、測量法の改正により世界測地系に合わせたデジタル情報に改正する必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
道路台帳をデジタル化することにより道路台帳の更正等が
安価で簡易に行うことが出来る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

7,455 23525 (決算) 511 2,0007,966 3,983

7,785 123026 (予算) 2,753 2,00010,538 5,269

7,788 123027 (計画) 2,747 2,00010,535 5,267

16,508 123028 (計画) 2,739 2,00019,247 9,624

10,488 123029 (計画) 2,733 2,00013,221 6,611

9,788 123030 (計画) 2,733 2,00012,521 6,261
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路台帳整備事業355237

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路台帳整備事業355237

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
7

台帳等を整備することにより、適正な道路の管理を行なうとともに、
市民に対し道路の情報を整理し提供することで、個人の財産の保
守につながるため必要である。

8
8
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
7

台帳や閲覧システムを整備することが、道路情報をより効率的に整
理することができる。 8

8
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

道路情報を閲覧システムにて一部提供しており、以前にも増して市
民が簡易に道路情報や道路の所有権等の確認を得ることができ
る。

7
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
8

道路情報を閲覧システム等で表示することにより、万人に道路情報
が提供できる。 7

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

道路の維持管理や市民の財産の保全という見地より、いち早く道路
情報を整理する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地方交付税などの算定基礎になる重要な整備事業であり、住民に対し道路情報を迅速かつ正確に提供
するためにも、最新情報に合わせた整備を促進する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

道路台帳整備事業355237808/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路境界確定事業355240

355240 道路境界確定事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市道全体の道路

道路境界確定にかかわる市民。

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

一般申請及び路線毎に道路境界を確定するための境界立会い、測量、永久境界標埋設、確定図作成等の業務委託を実
施する。
地籍調査(官民境界先行調査）を行い、後続の一筆調査を円滑に実施するための資料とする。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

道路一般境界の確定件数（単年度） 38 件

道路境界確定事業期間内総延長(一般）　(累計） 29,400 ｍ

道路境界確定事業期間内総延長(路線）(累計） 3,853 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和３０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

道路一般境界の確定件数（単
年度）

道路境界確定事業期間内総延
長(路線）(累計）

道路境界確定事業期間内総延
長(一般）　(累計）

45 8400 95325 (決算) 8 450 285118.40 28.60 24.70

38 11400 125326 (予算) - - -100.00 38.80 32.50

38 14400 155327 (計画) - - -100.00 49.00 40.30

38 17400 185328 (計画) - - -100.00 59.20 48.10

38 20400 235329 (計画) - - -100.00 69.40 61.10

38 23400 285330 (計画) - - -100.00 79.60 74.00
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路境界確定事業355240

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

道路境界の確定等により、民有地等との境界を明らかにし、道路財産の適正な道路管理を行う。

・意図（どういう状態にしたいのか）

現在、査定率の低さも問題ではあるが、査定図のほとんどが任意座標となっており、市内の位置を座標より読み取れないこ
とも問題となっている。世界測地系に移行後全ての査定図をそれに変換することが必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

道路境界確定率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
平成32年までの確定延長/全体境界確
定延長×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
平成21年度から、１０ヵ年計画により事業を推進する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

28.625 (決算) 22.228.60

38.826 (予算) -38.80

4927 (計画) -49.00

59.228 (計画) -59.20

69.329 (計画) -69.30

79.530 (計画) -79.50

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

8,683 88525 (決算) 1,923 15,00010,606 707

9,725 165026 (予算) 3,693 15,00013,418 895

13,165 165027 (計画) 3,684 15,00016,849 1,123

13,200 165028 (計画) 3,675 15,00016,875 1,125

13,700 165029 (計画) 3,666 15,00017,366 1,158

13,700 165030 (計画) 3,666 15,00017,366 1,158
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路境界確定事業355240

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路境界確定事業355240

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
9
9

道路境界を確定することによって民有地との境界を明らかにし、道
路財産の適正な管理を行なえる。また、道路境界の確定作業は全
ての公共事業、民間造成事業等の根源をなすので必要である。

8
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

本市の境界査定率は60％台に留まっている。したがって、査定率を
大きく向上させるため、路線単位での道路境界査定を実施してい
る。

7
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

道路境界の確定を推進することにより、官民双方の財産を特定する
ことができ、公共的投資活動等の根源となる。 9

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

市民固有の権利として自己の財産を確定する権利がある。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

官民双方の財産の特定や適正な道路の維持管理、財産の有効活
用を行なうため、事業の充実を図り、できる限り早期に完了する必
要がある。

9
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
B ・

B ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

道路財産の適正な管理は、官民双方の財産の特定や適正な道路の維持管理などに有効であり、計画的
な境界確定の推進が必要である。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路緊急維持補修事業355258

355258 道路緊急維持補修事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小規模道路施設

全市民(特定の受益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

小規模道路施設の緊急維持補修作業を実施する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

設定せず

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法・国家賠償法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

設定せず

- - -25 (決算) - - -- - -

- - -26 (予算) - - -- - -

- - -27 (計画) - - -- - -

- - -28 (計画) - - -- - -

- - -29 (計画) - - -- - -

- - -30 (計画) - - -- - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路緊急維持補修事業355258

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

日常的に発生する道路施設の維持・補修作業に対し迅速な対応を図り、事故等の発生を未然に防止する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

補修費用の増大と補修体制の充実

・事業実施上の検討課題

成果指標

道路等苦情・要望処理件数率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
（苦情要望件数）/（処理件数）×100(%)

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
要望･通報に対して迅速な対応が望まれており、事故等の
防止を図る必要性から強化を進める必要がある。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法・国家賠償法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10025 (決算) 73100.00

10026 (予算) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

27,004 403725 (決算) 8,772 35,776

39,000 414526 (予算) 9,277 48,277

44,346 414527 (計画) 9,256 53,602

45,240 414528 (計画) 9,231 54,471

46,150 414529 (計画) 9,210 55,360

47,080 414530 (計画) 9,210 56,290
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路緊急維持補修事業355258

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

一定の効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（5点）

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路緊急維持補修事業355258

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
7

道路施設の障害には即応に対応しなければならないため必要であ
る。 9

7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

5
7
6

施工単位が小規模であり割高である。
5
7
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
5

交通の安全を維持するために必要である。
7
5

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

道路利用者が受益者であり、公平性は高い。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

道路機能の維持を常に行う必要がある。
10
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

Ｃ ・
B ・
Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
B ・
B ・

Ｃ ・
B ・

Ｃ ・

B ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

道路施設の障害には早急な対応が求められ、利用者の安全性を維持するうえで必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト まち美化活動推進事業355261

355261 まち美化活動推進事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

事業参加団体にかかわる市民。

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

参加団体等に美化活動に使用する消耗品や活動内容を表す看板の設置を行う。
歩道用地等を利用した花苗の植込み、商店会への季節花プランターの提供及び道路用地を利用した花壇への花苗の提
供を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

まち美化活動参加団体数（累積） 3 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

まち美化活動参加団体数（累
積）

9 - -25 (決算) 9 - -300.00 - -

12 - -26 (予算) - - -400.00 - -

15 - -27 (計画) - - -500.00 - -

18 - -28 (計画) - - -600.00 - -

21 - -29 (計画) - - -700.00 - -

24 - -30 (計画) - - -800.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト まち美化活動推進事業355261

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市民個人・団体等による清掃や美化活動に使用する消耗品の支給や活動内容の看板設置等を助成し美化活動を推進す
る事業。

・意図（どういう状態にしたいのか）

事業内容を広く市民へ周知できるかが課題である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

市街地美化推進活動参加率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
参加数/平成32年度までの参加件数
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｅ　（成果を維持してコストを削減）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
事業内容を説明し参加団体に理解を得ることで成果を向
上させることが出来る。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

3025 (決算) 2530.00

4026 (予算) -40.00

5027 (計画) -50.00

6028 (計画) -60.00

7029 (計画) -70.00

8030 (計画) -80.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,518 4025 (決算) 87 1,4002,605 1,861

2,549 4026 (予算) 90 1,6002,639 1,649

2,349 4027 (計画) 89 1,6002,438 1,524

2,249 4028 (計画) 89 1,6002,338 1,461

2,049 4029 (計画) 89 1,6002,138 1,336

2,049 4030 (計画) 89 1,6002,138 1,336
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事　業　評　価　シ　ー　ト まち美化活動推進事業355261

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

一部ニーズに即（さない）していない部分もある。

一部対応していない部分もある。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

あまり高くない。

あまり得られていない。

一部限定されており限定の度合いが大きい。

あまり適当ではない。

優先的に実施したほうが望ましい。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性がある。Ｃ（5点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｃ（5点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ｄ（3点）

Ｄ（4点）

視点１

視点２

Ｄ（3点）

Ｄ（3点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

改善する必要性が高い。Ｄ（4点）

改善する必要性が高い。Ｄ（3点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト まち美化活動推進事業355261

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

6
6
7

道路緑化や公共用地の清掃等により、うるおいのある道路空間を形
成するとともに、市民等のボランティアにて道路美化等を推進するこ
とで、地域と一体となった公共空間の美化に必要である。

6
6
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

6
5
5

施工単位が小規模であり現在は非効率ではあるが、市民との協働
事業での推進が拡大することで効率が上がる可能性がある。 7

5
5

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

3
4

道路美化を市民と協働して推し進めることができる。
3
4

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

3
3

道路需要者が受益者であるが、実際には地域性が発生する。
3
3

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
7

道路等を市民と協働して推し進めるものであり、公共空間の里親的
な運動を啓発することになる。 6

7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

Ｃ ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・
Ｃ ・

Ｄ ・
Ｄ ・

Ｄ ・
Ｄ ・

Ｃ ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・
B ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

Ｄ ・
Ｄ ・

Ｄ ・
Ｄ ・

Ｃ ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 5Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 4Ｄ ・ 4Ｄ ・

内部評価

4

Ｄ
点

平均 Ｄ ・ 3Ｄ ・3

内部評価

3

Ｄ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 5C 点 一次評価： 5C 点 二次評価： 5C 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

花とうるおいのある緑地づくり事業と統合したことで、地域と一体となった道路緑化や公共用地の清掃など
を通して、さらなる公共空間の里親的な運動が期待できる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト キャンプ座間返還地等道路
整備事業

355264

355264 キャンプ座間返還地等道路整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

道路等の整備・維持管理

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

全市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

○市道３０号線は県道５１号町田厚木との交差点付近が狭あいとなっており、狭あい部分解消に伴う用地取得及び道路改
良
○返還地内の新設道路整備及びその接続箇所の交差点改良

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

道路整備延長 60 ｍ

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市事業主体 補助補助単独 新規新規・継続

平成 26 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２６年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

道路整備延長

0 - -26 (予算) - - -0.00 - -

59.7 - -27 (計画) - - -100.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

0 - -29 (計画) - - -0.00 - -

0 - -30 (計画) - - -0.00 - -

キャンプ座間返還地等道路
整備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト キャンプ座間返還地等道路
整備事業

355264

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

○市道３０号線道路改良
○キャンプ座間返還地内道路整備
○キャンプ座間返還地内道路整備に伴う交差点改良

・意図（どういう状態にしたいのか）

・事業実施上の検討課題

成果指標

道路整備率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
道路整備延長/59.7×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
道路改良・整備を行う事により交通の安全確保を図る

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

026 (予算) -0.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

10029 (計画) -100.00

10030 (計画) -100.00

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

8,000 14026 (予算) 313 8,313

248,400 448027 (計画) 10,004 258,404

0 5028 (計画) 111 111

0 5029 (計画) 111 111

0 5030 (計画) 111 111

キャンプ座間返還地等道路
整備事業

355264822/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト キャンプ座間返還地等道路
整備事業

355264

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

キャンプ座間返還地等道路
整備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト キャンプ座間返還地等道路
整備事業

355264

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

市の防災拠点となるキャンプ返還地内からのアクセス道路を早急に
整備する必要がある。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
8

交差点改良等がありコストは高額となる。
9
9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
8

キャンプ返還地を有効利用するために最大限の効果を有してい
る。 10

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

キャンプ返還地に予定されている防災拠点や病院などのアクセス
向上に繋がり公平性は高い。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

平成２８年の二次救急病院の開業に向け事業を推し進める必要が
ある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

B ・

A ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

防災拠点や病院などのアクセス向上と渋滞緩和に繋ることから、事業の必要性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

キャンプ座間返還地等道路
整備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 寄附道路敷測量事業355304

355304 寄附道路敷測量事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

狭あい道路の解消

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市道全体の道路

道路用地寄付にかかわる市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内に存在する私道の寄附及び市道に付随する建築後退部分の寄附に関し測量、分筆、登記書類を作成する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ａ・市民参加

私道寄附による用地取得件数 3 箇所

セットバック寄附用地取得件数 22 箇所

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

私道寄附による用地取得件数 セットバック寄附用地取得件数

6 19 -25 (決算) 6 19 -200.00 86.40 -

3 19 -26 (予算) - - -100.00 86.40 -

3 22 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

3 22 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

3 22 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

3 22 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 寄附道路敷測量事業355304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

私道については、公道として広く市民の要に供し、建築後退部分については、道路用地として確保し、安全かつ良好な道
路として供する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

市内では狭あいな道路が今だ多数存在しており、建築行為が行われた場合等に地権者の寄附の意思を受けて所有権移
転が行われるため、道路用地の確保の進捗が速やかに行われない。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
費用がかかる私道寄附事業が減少傾向にあるため、建築
後退部分の寄附について速やかに対応することが出来
る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

12,137 98625 (決算) 2,143 5,00014,280 2,856

12,849 98626 (予算) 2,207 5,00015,056 3,011

12,900 98627 (計画) 2,202 5,00015,102 3,020

12,900 98628 (計画) 2,196 5,00015,096 3,019

12,900 98629 (計画) 2,191 5,00015,091 3,018

12,900 98630 (計画) 2,191 5,00015,091 3,018
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事　業　評　価　シ　ー　ト 寄附道路敷測量事業355304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 寄附道路敷測量事業355304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

安全安心な道路を確保するため、市内の狭あいな道路を解消す
る。また、公共性の高い私道を公の道路とすることで良好な道路を
確保することができるため必要である。

9
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

市民よりの現況道路形態部分の申し込みを受けた際、速やかに測
量作業や登記書面を作成することにより良好な道路環境を整える。 8

7
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

道路形態部分の所有権を取得し、健全な形での道路管理を行な
う。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

道路形態部分の所有権を得て健全な道路管理を行なうことにより、
万人が良好な状態で道路を使用することができる。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

市内の道路形態部分を取得することが、狭あいな道路の解消につ
ながり、ひいては安全安心な道路に結びつくことになる。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 9A ・8

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

セットバック部分を道路用地として確保し広く市民の用に供することは、狭あい道路の解消につながり、道
路形態の安全かつ良好な状態を維持する上で必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

寄附道路敷測量事業355304828/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路橋りょう塗装補修事業355501

355501 道路橋りょう塗装補修事業

暮らし快適　魅力あるまち

道路

橋りょうの長寿命化対策

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

道路橋りょう・横断歩道橋

全市民(特定の利益者なし）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

横断歩道橋等の塗り替えによる施設維持の強化及び利便向上と今後老朽化する道路橋りょうに対し、長寿命化修繕計画
を策定し、これに基づく定期点検を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

歩道橋修繕工事（年度） 1 橋

道路橋りょう修繕工事（年度） 3 橋

実施設計委託（年度） 2 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

道路課都市部

市

道路法

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

歩道橋修繕工事（年度） 実施設計委託（年度）道路橋りょう修繕工事（年度）

1 0 125 (決算) 0 0 1100.00 0.00 50.00

1 5 126 (予算) - - -100.00 166.70 50.00

1 3 227 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

1 1 228 (計画) - - -100.00 33.30 100.00

1 1 229 (計画) - - -100.00 33.30 100.00

2 1 230 (計画) - - -200.00 33.30 100.00

道路橋りょう塗装補修事業355501829/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路橋りょう塗装補修事業355501

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

横断歩道橋の利用者の安全確保、利便向上と道路橋りょうに対する従来の事後的修繕及び架替えから予防的修繕及び
計画的な架替えへの円滑な政策転換を行い修繕・架け替えに係る費用の縮減を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

年々増加する維持コストの見直し

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
供用済施設の維持管理は定期的な修繕が必要となり、管
理頻度が下がると修繕費が増大する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

道路法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,630 5425 (決算) 117 3,747

50,463 31426 (予算) 703 51,166

117,512 31427 (計画) 701 118,213

124,156 31428 (計画) 699 124,855

119,715 31429 (計画) 698 120,413

110,715 31430 (計画) 698 111,413

道路橋りょう塗装補修事業355501830/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 道路橋りょう塗装補修事業355501

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 道路橋りょう塗装補修事業355501

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

橋梁の長寿命化修繕を行なうことにより、道路の重要構造物として
の橋梁の安全性を確保するため必要である。 8

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

修繕内容により、コストは非常に高額となる。
7
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

橋梁構造物の安全性を保持する。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

道路利用者が受益者であり、公平性は高い。
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

橋梁の調査により、緊急性のあるものを優先的に実施する必要が
ある。 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

年数の経過した既存の道路橋りょうについて、長寿命化計画に基づき補修修繕するとともに、耐震性を強
化し、災害時の安全と緊急時の輸送路を確保するために事業の必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101

365101 木造住宅耐震診断・耐震改修事業

暮らし快適　魅力あるまち

住宅環境

耐震診断・改修の普及啓発

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

昭和56年5月31日以前に建築された木造住宅の所有者

耐震に係る相談又は耐震診断及び改修の助成を受ける人　
対象者　昭和56年5月31日以前に建築された戸建て木造住
宅居住者（約8,300戸　約16,600人）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

昭和56年5月31日以前に建築された一戸建ての木造住宅を対象に耐震相談を行い、現行の耐震基準を満たしていない
木造住宅に対し耐震診断及び耐震改修工事に係る費用の一部を補助する。[ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第
5条第7項に基づき作成した座間市耐震改修促進計画（平成27年度までに住宅の耐震化率を９０％）に基づくもの。]

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

木造住宅耐震診断・耐震改修工事戸数 44 戸

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

建築住宅課都市部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

木造住宅耐震診断・耐震改修
工事戸数

63 - -25 (決算) 35 - -143.20 - -

44 - -26 (予算) - - -100.00 - -

44 - -27 (計画) - - -100.00 - -

44 - -28 (計画) - - -100.00 - -

44 - -29 (計画) - - -100.00 - -

44 - -30 (計画) - - -100.00 - -

木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101833/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

地震時における木造住宅の倒壊による被害の軽減を図り、市民の生命と財産を守る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　市民の耐震に関する意識向上を図るため、市の行事等に参加して制度内容をPRして浸透させる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
計画に沿って事業を行う。事業が円滑に進められるよう努
力する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

11,453 30425 (決算) 661 3512,114 346,103

14,889 38226 (予算) 855 4415,744 357,816

14,889 43227 (計画) 965 5515,854 288,248

14,889 43228 (計画) 962 5515,851 288,201

14,889 43229 (計画) 960 5515,849 288,162

14,889 43230 (計画) 960 5515,849 288,162

木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101834/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

木造住宅耐震診断・耐震改
修事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
7
7

地震対策として必要である。
8
7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

地震対策として十分効率的である。
7
7
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

地震対策として十分有効である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

希望者に公平に対応している。
7
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
9

早期対策が求められる。
7
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
－

B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

地震対策として、木造住宅の倒壊による被害の軽減を図り、市民の生命と財産を守るためにも事業の必
要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

木造住宅耐震診断・耐震改
修事業

365101836/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 市借上公営住宅運営事業365304

365304 市借上公営住宅運営事業

暮らし快適　魅力あるまち

住宅環境

市営住宅の居住環境確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市借上公営住宅

市営住宅入居者と建築主

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

　借地に存在する老朽化した市営住宅を廃止し、代わりに民間で建設される共同住宅を公営住宅として借上げる。このこと
により、借上料が必要となる。借上期間は、20年間。
　既存の旧耐震基準かつ、耐用年数を超過又は10年以内に到来する住宅の建て替えを推進するため、既存の民間共同
住宅を借上げ、仮移転住宅として提供する。
借上げ期間は10年以内を予定。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

借上公営住宅管理戸数 96 戸

既存借上型共同住宅戸数 40 戸

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

建築住宅課都市部

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 座間・新田宿・四ッ谷地域区分

事業開始 平成１１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

借上公営住宅管理戸数 既存借上型共同住宅戸数

96 0 -25 (決算) 96 0 -100.00 0.00 -

96 0 -26 (予算) - - -100.00 0.00 -

96 40 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

96 40 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

96 40 -29 (計画) - - -100.00 100.00 -

96 40 -30 (計画) - - -100.00 100.00 -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市借上公営住宅運営事業365304

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

　住宅に困窮する低額所得者へ住宅を供給する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　借上期間満了前に既入居者の移転住戸を確保すること。（96戸）
　平成32年12月から毎年１住宅について賃貸借契約が満了となる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　当初計画は完了したが、契約期間満了後の対応が必
要。

　直営住宅の建替え促進のため、既存民間共同住宅を仮
移転先住宅として借用する。（40戸を予定）
（建替え事業が完了した時点で返却する）

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

78,835 19225 (決算) 417 14179,252 562,072

78,845 19226 (予算) 430 14179,275 562,232

103,457 19227 (計画) 429 218103,886 476,540

103,457 19228 (計画) 428 218103,885 476,535

103,457 19229 (計画) 427 218103,884 476,530

103,457 19230 (計画) 427 218103,884 476,530
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市借上公営住宅運営事業365304

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 市借上公営住宅運営事業365304

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
7

公営住宅法に基づき民設借上の手法を取り入れ、市営住宅管理計
画により、老朽化住宅の建替えに対応するために必要な事業であ
る。

7
7
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
7

市営住宅の維持管理の効率は向上する。
7
7
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

政策的に有効であり成果も十分見込まれる。
7
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
9

現入居者の住み替えに限定されるが市営住宅の全体的質の向上
となる。 7

9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

入居者居住環境の改善に対応する必要がある。
7
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
A ・

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

入居者居住環境の改善に有効かつ効率的な事業であり必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地返還跡地利用促進事業375301

375301 基地返還跡地利用促進事業

暮らし快適　魅力あるまち

基地対策

返還土地の有効利用検討

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

「キャンプ座間改訂チャペル・ヒル住宅地区返還跡地利用構想」の具体化。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

キャンプ座間に関する協議会の開催 5 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

特定政策推進室特定政策推進室

市

・平成23年10月　日米合同委員会におけるキャンプ座間の一部土地(約5.4ha)の返還基本

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

キャンプ座間に関する協議会の
開催

5 - -25 (決算) 5 - -100.00 - -

5 - -26 (予算) - - -100.00 - -

5 - -27 (計画) - - -100.00 - -

5 - -28 (計画) - - -100.00 - -

5 - -29 (計画) - - -100.00 - -

5 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地返還跡地利用促進事業375301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

日米合同委員会において返還の基本合意がされたキャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区の一部土地（約5.4ha）の有効活
用を推進する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

市民の負担が極小かつ有効な返還跡地利用構想の具体化の方法を検討する必要がある。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
日米合同委員会において、返還の基本合意がされたキャ
ンプ座間の一部土地返還地について、その有効利用のた
め「改訂キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区返還跡地利
用構想」が策定された。策定された利用構想の具体化を
推進する。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・平成23年10月　日米合同委員会におけるキャンプ座間の一部土地(約5.4ha)の返還基本合意
・平成24年1月　「改訂キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区返還跡地利用構想」策定

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

12,429 40025 (決算) 869 13,298

5 40026 (予算) 895 900

13,883 40027 (計画) 893 14,776

5 40028 (計画) 891 896

5 40029 (計画) 889 894

5 40030 (計画) 889 894
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地返還跡地利用促進事業375301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

基地返還跡地利用促進事業375301843/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 基地返還跡地利用促進事業375301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

基地返還跡地の有効利用を促進するため必要である。
10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

基地対策担当は２名であるが、跡地利用プロジェクトチームを活用
し、事業の推進を図っている。 10

10
10

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

基地の一部返還跡地に民間病院を誘致すること等を盛り込んだ利
用構想を促進することは、施策目標の達成に大きく貢献する。 10

10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

跡地利用にあたっては、全市民を対象とした施設整備を行う。
10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

市民が切望する救急病院の誘致や消防・防災活動の拠点となる消
防庁舎の建設等、優先性は高い。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

基地返還跡地の有効利用を促進するための事業であり、改訂キャンプ座間チャペル・ヒル住宅地区返還
跡地利用構想の実現に向け、関係機関協議を行い、早期実現を図る必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地航空機騒音測定事業375413

375413 基地航空機騒音測定事業

暮らし快適　魅力あるまち

基地対策

基地周辺対策の充実強化

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

国及び米軍

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

オンライン装置での航空機騒音測定

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

航空機騒音測定関連事務時間 36 時間

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

特定政策推進室特定政策推進室

市

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

航空機騒音測定関連事務時間

36 - -25 (決算) 36 - -100.00 - -

36 - -26 (予算) - - -100.00 - -

36 - -27 (計画) - - -100.00 - -

36 - -28 (計画) - - -100.00 - -

36 - -29 (計画) - - -100.00 - -

36 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地航空機騒音測定事業375413

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

国の責任における航空機騒音の抜本的解消。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成９年度に航空機騒音計のオンライン化が導入されデータ処理等事務の簡素化が図られた。結果、リアルタイムで情報
収集が出来るようになった。協議や要請において客観的データとして利用の幅を広げる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
リアルタイムの騒音調べと協議や要請時に客観的資料とし
て使用。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

3,016 4225 (決算) 91 3,107

3,123 3626 (予算) 81 3,204

3,134 3627 (計画) 80 3,214

3,134 3628 (計画) 80 3,214

3,134 3629 (計画) 80 3,214

3,134 3630 (計画) 80 3,214
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地航空機騒音測定事業375413

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

評価対象外－

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 基地航空機騒音測定事業375413

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

航空機騒音のリアルタイムでのデータ収集を行うとともに、要請時の
客観的資料として活用しており、必要である。 10

10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
10
10

必要性に同じ。
10
10
－

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

航空機騒音の客観的データを収集することは、要請時において極
めて有効である。 10

10

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

航空機騒音の客観的データを収集するものであり、優先度は高い。
10
8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
－

A ・
A ・

－
－

A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

－
－

A ・
－

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 B ・ 10 9A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

航空機騒音のリアルタイムでのデータ収集を行うとともに、要請時の客観的資料として活用しており、必要
性・優先性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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375416 基地周辺生活環境整備事業

暮らし快適　魅力あるまち

基地対策

基地周辺対策の充実強化

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

特定の受益者なし

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

県及び基地関係各市と連携し、国などへの要請や連絡調整等を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

基地対策に係る適時適確な要請 15 回/年

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

特定政策推進室特定政策推進室

市事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 25 年度 平成 30 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

基地対策に係る適時適確な要
請

13 - -25 (決算) 13 - -86.70 - -

15 - -26 (予算) - - -100.00 - -

15 - -27 (計画) - - -100.00 - -

15 - -28 (計画) - - -100.00 - -

15 - -29 (計画) - - -100.00 - -

15 - -30 (計画) - - -100.00 - -
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0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

基地周辺における生活環境の整備など基地に起因する諸問題の解決。

・意図（どういう状態にしたいのか）

県及び関係自治体と連携を密にし、成果を得るよう努める。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
基地に起因する諸問題の解決のため県及び関係各市に
おいて、協議会等の組織を行っている。また、国・県との連
絡調整も行っている。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-25 (決算) --

-26 (予算) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

-30 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

304 75825 (決算) 1,647 1,951

339 75426 (予算) 1,687 2,026

339 75427 (計画) 1,684 2,023

339 75428 (計画) 1,679 2,018

339 75429 (計画) 1,675 2,014

339 75430 (計画) 1,675 2,014

基地周辺生活環境整備事業375416850/1084 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 基地周辺生活環境整備事業375416

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性につい

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

評価対象外

極めて高い。

評価対象外

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

評価対象外－

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

基地に起因する諸問題の解決のため、県及び関係市で協議会を
組織し、対応することが必要である。 10

10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10点

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

10
－
－

基地周辺における生活環境の整備など基地に起因する諸問題を
解決するため、県及び関係市と連携して取り組んでいる。 8

10
－

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

基地に関する諸問題解決のために有効である。
10
－

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

基地周辺における生活環境の整備など基地に起因する諸問題を
解決するため、県及び関係市と連携して取り組んでいる。 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
－

A ・
－

－
－

A ・
B ・

A ・
A ・
A ・

A ・
－

－

A ・
－

－
－

A ・
－

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 9A ・

内部評価

10

A
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 B ・ 10 9A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 10A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

県及び関係市で連携し基地に関する諸問題を解決するために有効であり、必要性も高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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